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第１章 計画の基本的な考え方 
 

１．計画策定の趣旨と背景 

高齢者の介護を社会全体で支える仕組みとして平成 12 年に介護保険制度が創設され、サービ

スの充実が図られてきました。今では高齢者の介護になくてはならないものとして定着、発展し

ています。今後、急激に高齢化が進行する地域もあれば、高齢化がピークを超える地域もあるな

ど、人口構成の変化や医療・介護ニーズ等の動向が地域ごとに異なるなかで、持続可能な制度を

確保していくことが重要となっています。 

国では、地域ごとの中長期的な人口動態や介護ニーズの見込量を踏まえ、介護サービス基盤を

整備するとともに、地域の実情に応じて、地域包括ケアシステムの深化・推進や介護人材の確保、

介護現場の生産性の向上を図るための具体的な取組み内容や目標を検討することが重要である

としています。 

本市は国や和歌山県と比較して、15～54 歳の割合が同程度か低くなっている一方、55～74 歳

の割合が高い人口構造となっています。また本市では、現役世代が 2035 年に急減することが見

込まれており、介護人材の育成や介護現場の生産性向上を図るとともに、高齢者の健康づくりや

介護予防を進めることで高齢者自身が役割や生きがいを持って住み慣れた地域で暮らせるまち

づくりが必要です。 

こうした状況を踏まえ、本計画は、継続して地域包括ケアシステムの充実を進めるとともに、

2035 年も念頭に置き、制度の持続可能性を確保していくことができるよう、中長期的な視点に

基づいて策定します。 

 

■年齢階層別人口構成比 
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２．介護保険・高齢者福祉に関する動向 

国では、高齢者の社会活躍や現役世代の負担軽減を進めるため、介護予防の推進による健康寿

命の延伸をはじめ、多様なニーズに対応した介護の提供・整備による地域包括ケアシステムの推

進、ICT 等を活用した介護現場の生産性向上等が進められています。 

本計画でも、国から示された制度改正の内容や方針等を踏まえて施策を推進します。 

■介護保険制度改革の方向性イメージ 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

地域共生社会の実現と 2040 年への備え 

１．介護予防 
・地域づくりの推進 

【健康寿命の延伸】 

「共生」・「予防」を両輪とする 

認知症施策の総合的推進 

２．地域包括 
ケアシステムの推進 

【地域特性に応じた 

介護基盤整備 

・質の高いケアマネジメント】 

３．介護現場の 
革新 

【人材確保 

・生産性の向上】 

保険者機能の強化 データ利活用のための ICT 基盤整備 

制度の持続可能性の確保のための見直しを不断に実施 
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３．第９期計画の方向性（国の基本的な考え方） 

（１）介護サービス基盤の計画的な整備 

●令和３～５年度（2021～2023）の介護給付等の実績を踏まえ、地域の中長期的な人口動

態や介護ニーズの見込み等に基づき、介護サービス基盤の計画的な確保が必要。 

●医療・介護双方のニーズを有する高齢者のサービス需要や在宅医療の整備状況を踏まえ、

医療・介護の連携を強化し、医療及び介護の効率的かつ効果的な提供を図ることが重要。 

●各市町村では、地域における中長期的なサービス需要の傾向を把握し、その上で、サービ

ス整備の絶対量、期間を勘案して第９期計画を作成することが重要。 

●居宅要介護者の在宅生活を支えるため地域密着型サービス等のさらなる充実が必要。 

●居宅要介護者のニーズに柔軟に対応できるよう、複数の在宅サービスを組み合わせた新た

な複合型サービスの創設を踏まえた整備の検討が必要。 

●居宅要介護者を支えるための在宅療養支援の充実が必要。 

 ⇒人口推計や実績に基づくサービス量の見込みを踏まえ、計画的なサービス確保を図ると

ともに、在宅サービスの充実や在宅医療の充実に向けた医療介護連携の促進が必要。 

（２）地域包括ケアシステムの深化・推進に向けた取組み 

●地域共生社会の実現に向けた取組みとして、地域包括支援センターの体制や環境の整備を

図ることに加え、障害者福祉や児童福祉などの他分野との連携を促進していくことが重要。 

●認知症になっても希望を持って日常生活を過ごせる社会の実現に向け、「共生」と「予防」

を両輪として、施策を推進していくことが重要。 

●地域包括ケアシステムを深化・推進するため、医療・介護分野でのＤＸ（デジタルトラン

スフォーメーション）を進め、デジタル基盤を活用した情報の共有・活用等の推進が重要。 

●介護給付適正化や効果的・効率的な事業実施に向けた保険者機能の強化が必要。 

 ⇒地域共生の観点から、関連分野との連携も含め、地域における共生・支援・予防の取組

みの充実、デジタル基盤を活用した効果的・効率的な事業の推進が求められています。 

（３）地域包括ケアシステムを支える介護人材及び介護現場の生産性向上 

●介護サービス需要の高まりの一方で生産年齢人口は急速な減少が見込まれており、介護人

材の確保が一段と厳しくなることが想定される。 

●介護人材を確保するため、処遇の改善、人材育成への支援、職場環境の改善による離職防

止、介護職の魅力向上、外国人材の受入れ環境整備などの取組みを総合的に実施すること

が必要。 

●ＩＣＴの導入や適切な支援につなぐワンストップ型窓口の設置など、生産性向上に資する

取組みを都道府県と連携して推進することが重要。 

 ⇒介護人材の確保に向けた取組みを県等と連携して推進していくことが求められています。 
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４．計画の位置づけ 

（１）法令等の根拠 

「介護保険事業計画」は、介護保険法（平成９年法律第 123 号）第 117 条の規定に基づき策

定される計画です。 

「高齢者福祉計画」は、老人福祉法（昭和 38 年法律第 133 号）第 20 条の８の規定に基づき

策定される計画です。 

 

（２）紀の川市における位置づけ 

本計画は、本市の総合的な行政運営の方針を示した「紀の川市長期総合計画」を上位計画とし、

「紀の川市地域福祉計画」「紀の川市障害者基本計画」「紀の川市健康増進計画」などの関連計画

や、和歌山県が策定する「わかやま長寿プラン」との整合性を図りながら策定します。 
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５．計画の期間 

本計画の計画期間は、令和６（2024）年から令和８（2026）年度までの３年間と定めます。 

また、中長期視点として、本市での現役世代の急減が見込まれている令和 17（2035）年、団

塊ジュニア世代が 65 歳以上となる令和 22（2040）年を見据えて計画を策定します。 

 

令和 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10 年度 
⻄暦 2024 年度 2025 年度 2026 年度 2027 年度 2028 年度 

⻑期総合計画 第２次 第３次 

介護保険事業計画 
及び高齢者福祉計画 

（本計画） 
第９期 第 10 期 

地域福祉計画 第３次 第４次 

子ども・子育て 
支援事業計画 第２期 第３期 

障害者基本計画 第２次 第３次 

障害福祉計画・ 
障害児福祉計画 

第７期 
第３期 

第８期 
第４期 

健康増進計画 第３次 
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６．計画の策定体制 

（１）市民アンケート調査 

市内にお住まいの高齢者や要介護認定を受けている方々の生活状況や介護・福祉に関するご意

見・ご要望などを把握し、本市の高齢者福祉施策の検討や、介護予防の充実に向けた取組みの基

礎資料とすることを目的として、アンケート調査を実施しました。 

 

■調査概要 

実 施 調 査 ： ①介護予防・日常生活圏域ニーズ調査（ニーズ調査） 
②在宅介護実態調査（在宅調査） 

調査対象者 ： 
①市内在住の要介護認定を受けていない 65 歳以上の方（要支援

認定者を含む） 
②市内在住の要介護認定を受けている 65 歳以上の方【悉皆調査】 

調 査 期 間 ： 令和４年 12 月 30 日〜令和５年１月 19 日 

調 査 方 法 ： ①郵送による配布・回収（無記名回答） 
②郵送による配布・回収、認定調査員による聞き取り調査方式 

有効回答率 ： ①45.7％（686 件／1,500 件） 
②52.7％（626 件／1,188 件） 

 

（２）紀の川市介護保険事業計画等策定委員会の開催 

紀の川市介護保険事業計画等策定委員会においては、学識経験を有する者、保険・医療・福祉

関係者、介護保険事業者、被保険者代表等に委員を委嘱し、計画内容について協議しました。 

 

（３）パブリックコメントの実施 

本計画を策定するにあたり、市民の方々よりご意見をいただくために、下記の通りにパブリッ

クコメントを実施しました。 

 

期 間 ： 令和５年●月●日（●）〜●月●日（●） 
意見提出数 ： ●●件（●●人） 
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第２章 紀の川市の現状と課題 
 

１．統計からみる高齢者の状況 

（１）人口の状況 

本市の総人口は年々減少し、令和４（2022）年時点で 60,305 人となっており、令和 22（2040）

年時点で 44,378 人まで減少する見込みです。生産年齢人口割合が低下する一方で、高齢化率は

上昇し続けると見込まれており、令和 22（2040）年時点での生産年齢人口割合は 49.0％、高齢

化率は 42.4％となる見込みです。 

高齢化率をみると、令和４（2022）年時点で 33.5％と全国や和歌山県平均を上回っています。 

■紀の川市の人口の推移・推計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：実績値は住⺠基本台帳（各年３月時点） 推計値は変化率を用いて独自推計 
■高齢化率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：総務省「住⺠基本台帳人口・世帯数」（令和４年１月１日時点） 
※少数点の端数処理により、各属性の数値と合計の数値が一致しないことがあります。 
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（２）高齢者のいる世帯の状況 

高齢独居世帯及び高齢者のみの世帯の割合を近隣市と比較した場合、全国平均より高いものの、

比較的低い水準にあるため、子世代や孫世代と同居している高齢者が比較的多いことがうかがえ

ます。 

■高齢独居世帯・高齢者のみの世帯の割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：総務省「国勢調査」（令和２年時点） 
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（３）要支援・要介護認定者の状況 

要支援・要介護認定者数は年々増加しており、令和４（2022）年度で 4,361 人となっていま

す。認定結果別にみると、要介護１の認定者が最も多くなっています。 

また、令和４（2022）年度の認定率は 21.7％となっており、近隣４市と比較した場合、２番目

に高くなっています。調整済重度認定率、調整済軽度認定率ともに全国や和歌山県の平均より高

くなっています。 

■要支援・要介護認定者数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：厚生労働省「介護保険事業状況報告」 
※令和３・４年度は「介護保険事業状況報告（３月月報）」 

 

■要支援・要介護認定率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：厚生労働省「介護保険事業状況報告」（令和４年時点） 
※少数点の端数処理により、各属性の数値と合計の数値が一致しないことがあります。 
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2.0 

2.8 
2.4 

2.8 3.0 

3.0 

1.4 

2.0 

2.8 1.6 

1.9 1.6 

2.0 

1.0 

1.4 

1.6 
19.0 

21.9 21.7 

23.9 

18.8 

16.2 

20.5 

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

全
国

和
歌
山
県

紀
の
川
市

和
歌
山
市

橋
本
市

岩
出
市

海
南
市

（％）

要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５

699 687 704 729 769 764 654 627 602 

961 934 877 903 853 858 852 801 725 

490 542 579 611 680 701 731 794 836 

700 700 729 716 736 686 721 694 648 

563 599 668 623 602 533 547 576 616 

503 542 538 582 540 544 586 591 607 
499 503 482 407 401 358 348 356 327 

4,415 4,507 4,577 4,571 4,581 4,444 4,439 4,439 4,361 

23.3 23.3 23.3 23.2 

23.0 22.2 22.0 21.9 21.7 

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 R２年度 R３年度 R４年度

（％）（人）

要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２

要介護３ 要介護４ 要介護５ 認定率



 

10 

■調整済認定率（要介護度別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：厚生労働省「介護保険事業状況報告」（令和４年時点） 
※少数点の端数処理により、各属性の数値と合計の数値が一致しないことがあります。 

■調整済重度認定率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：厚生労働省「介護保険事業状況報告」（令和４年時点） 

■調整済軽度認定率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：厚生労働省「介護保険事業状況報告」（令和４年時点） 

2.7 3.8 3.1 
4.9 3.9 4.5 

2.1 

2.6 
3.0 3.9 

2.9 
2.9 2.5 

3.8 

3.9 
4.0 3.9 

4.9 
5.3 

3.1 
2.7 

3.2 
3.0 3.4 

3.1 
2.5 

2.6 
3.3 

2.5 
2.6 2.8 

2.7 
2.4 

2.6 
2.5 

2.4 
2.6 

2.8 
2.8 

1.4 2.7 
2.6 

1.6 

1.8 
1.7 

2.0 

1.2 1.8 
1.4 

18.9 

20.9 
21.5 

23.2 

19.7 19.7 
18.4 

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

全
国

和
歌
山
県

紀
の
川
市

和
歌
山
市

橋
本
市

岩
出
市

海
南
市

（％）

要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５

6.5 
7.0 7.2 7.4 

5.0 

7.0 
6.4 

0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

10.0

全
国

和
歌
山
県

紀
の
川
市

和
歌
山
市

橋
本
市

岩
出
市

海
南
市

（％）

12.4 
13.9 14.2 

15.8 
14.7 

12.7 11.9 

0.0

4.0

8.0

12.0

16.0

20.0

全
国

和
歌
山
県

紀
の
川
市

和
歌
山
市

橋
本
市

岩
出
市

海
南
市

（％）
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（４）介護費用額・受給者の状況 

本市の年間介護費用額は 

サービス受給者数は、ほぼ横ばいで推移しています。 

第１号被保険者１人あたり給付月額を近隣４市と比較した場合、要介護３、要介護４において

比較的高い水準にあります。一方で、要支援１においては低い水準にあります。 

■年間介護費用額の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料： 

 

■施設・居住系・在宅サービス受給者数、受給者割合の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：厚生労働省「介護保険事業状況報告」（12 か月分の平均値） 

  

年間介護費用額グラフを掲載 

21.8 21.8 21.9 22.5 22.4 

3.6 3.9 4.1 4.3 4.7 

74.6 74.3 74.1 73.3 72.9 

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

H29 H30 R元 R２ R３

（％）

施設受給者割合 居住系受給者割合

在宅受給者割合

686 694 685 674 698

115 124 127 128 148 

2,353 2,362 2,319 2,197 2,275 

3,154 3,180 3,131 2,999 3,121

0

1,000

2,000

3,000

4,000

H29 H30 R元 R２ R３

（人）

施設受給者数 居住系受給者数 在宅受給者数
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■受給率（施設サービス） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：厚生労働省「介護保険事業状況報告」（令和４年時点） 

 

■受給率（居住系サービス） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：厚生労働省「介護保険事業状況報告」（令和４年時点） 

 

  

全国 和歌山県 紀の川市 和歌山市 橋本市 岩出市 海南市

計 2.8 3.2 3.5 2.2 3.6 2.1 3.5

要介護５ 0.7 0.9 0.9 0.7 0.7 0.5 0.8

要介護４ 1.0 1.1 1.4 0.8 0.7 0.9 1.4

要介護３ 0.7 0.7 0.9 0.5 1.1 0.4 0.8

要介護２ 0.2 0.3 0.2 0.2 0.5 0.2 0.4

要介護１ 0.1 0.2 0.1 0.1 0.6 0.1 0.1

要支援２ 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

要支援１ 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0
（％）

全国 和歌山県 紀の川市 和歌山市 橋本市 岩出市 海南市

計 1.3 1.2 0.7 1.4 0.9 0.7 0.9

要介護５ 0.1 0.1 0.0 0.2 0.1 0.1 0.1

要介護４ 0.2 0.2 0.1 0.3 0.1 0.1 0.1

要介護３ 0.3 0.2 0.2 0.3 0.2 0.2 0.2

要介護２ 0.3 0.2 0.2 0.2 0.2 0.1 0.2

要介護１ 0.3 0.2 0.2 0.3 0.3 0.2 0.2

要支援２ 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

要支援１ 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

0.0

0.4

0.8

1.2

1.6
（％）



 

13 

■受給率（在宅サービス） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：厚生労働省「介護保険事業状況報告」（令和４年時点） 

 

■第１号被保険者１人あたり給付月額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：厚生労働省「介護保険事業状況報告」（令和４年時点） 

  

全国 和歌山県 紀の川市 和歌山市 橋本市 岩出市 海南市

計 10.4 12.1 11.3 13.7 10.1 9.3 12.2

要介護５ 0.6 0.8 0.7 1.0 0.3 0.8 0.7

要介護４ 1.0 1.3 1.2 1.6 0.5 1.1 1.2

要介護３ 1.4 1.7 1.8 1.9 1.0 1.4 1.8

要介護２ 2.4 2.4 2.8 2.4 1.6 1.6 3.0

要介護１ 2.8 3.1 2.8 3.8 3.8 1.8 2.3

要支援２ 1.3 1.5 1.3 1.4 1.5 1.2 2.3

要支援１ 0.9 1.3 0.7 1.6 1.3 1.4 0.9

0.0

4.0

8.0

12.0

16.0
（％）

全国 和歌山県 紀の川市 和歌山市 橋本市 岩出市 海南市

要介護５ 4,267 5,301 4,639 5,701 3,107 4,190 4,410

要介護４ 5,732 6,642 6,956 6,826 3,411 4,975 7,125

要介護３ 5,074 5,530 5,853 5,479 5,221 4,238 5,896

要介護２ 4,112 4,194 3,982 4,119 3,701 2,905 5,174

要介護１ 3,477 3,751 3,155 4,363 5,738 2,428 2,900

要支援２ 420 484 451 435 549 371 740

要支援１ 211 303 179 351 362 321 226

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

（円）
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（５）通いの場の状況 

通いの場の参加者数は新型コロナウイルス感染症の影響もあり、平成 30（2018）年度から令

和３（2021）年度にかけて減少していましたが、令和４（2022）年度に増加に転じ 3,256 人と

なっています。箇所数は平成 30（2018）年度以降増加傾向で推移しています。参加率は平成 30

（2018）年度から令和３（2021）年度にかけて減少していましたが、令和４（2022）年度に増

加に転じ 16.1％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：紀の川市高齢介護課作成（各年度３月末時点） 

 

 

 

  

6,317 5,916

3,464
2,658

3,256

101 115 120 122 123

32.0 
29.7 

17.3 

13.2 
16.1 

0.0

4.0

8.0

12.0

16.0

20.0

24.0

28.0

32.0

36.0

40.0

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

H30年度 R元年度 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度

（人・箇所） （％）

週１回以上の通いの場の参加者数 週１回以上の通いの場の箇所数

週１回以上の通いの場の参加率

計画書完成までに令和５年度分も

掲載できればと考えています。 
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２．各種調査からみる高齢者を取り巻く状況 

（１）介護予防・日常生活圏域ニーズ調査 

①家族や生活状況について 

■介護・介助が必要になった主な原因 

介護・介助が必要になった主な原因については、「骨折・転倒」が 20.2％と最も高く、次い

で「糖尿病」が 18.0％、「心臓病」が 15.7％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

11.2 

15.7 

6.7 

4.5 

11.2 

4.5 

2.2 

18.0 

3.4 

12.4 

20.2 

7.9 

11.2 

4.5 

13.5 

4.5 

0% 10% 20% 30%

脳卒中（脳出血･脳梗塞など）

心臓病

がん（悪性新生物）

呼吸器の病気（肺気腫・肺炎など）

関節の病気（リウマチなど）

認知症(アルツハイマー病など)

パーキンソン病

糖尿病

腎疾患（透析）

視覚・聴覚障害

骨折・転倒

脊椎損傷

高齢による衰弱

不明

その他

不明・無回答

全体（n=89）
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②毎日の生活について 

■趣味はあるか 

趣味はあるかについては、第９期調査では「趣味あり」が 69.2％、「思いつかない」が 23.8％

となっており、第８期調査より「趣味あり」では 1.0 ポイントの増加、「思いつかない」では 0.3

ポイント減少しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■生きがいはあるか 

生きがいはあるかについては、第９期調査では「生きがいあり」が 57.7％、「思いつかない」

が 35.0％となっており、第８期調査より「生きがいあり」では 2.5 ポイントの減少、「思いつ

かない」では 5.1 ポイント増加しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

68.2 

69.2 

24.1 

23.8 

7.7 

7.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

第８期調査（ｎ=933）

第９期調査（ｎ=686）

趣味あり 思いつかない 不明・無回答

60.2 

57.7 

29.9 

35.0 

9.9 

7.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

第８期調査（ｎ=933）

第９期調査（ｎ=686）

生きがいあり 思いつかない 不明・無回答
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③地域での活動について 

■地域づくり活動への参加者としての参加意向 

参加者としての活動への参加意向について、第９期調査では「参加してもよい」が 42.7％と

最も高く、次いで「参加したくない」が 36.4％、「是非参加したい」が 7.4％となっています。

第８期調査と比較すると、「参加してもよい」が 4.5 ポイントの減少、「参加したくない」が 7.2

ポイントの増加となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④たすけあいについて 

■心配ごとや愚痴を聞いてくれる人・反対に聞いてあげる人、家族や友人・知人以外で相談する相手 

心配ごとや愚痴を聞いてくれる人について、「配偶者」が 59.3％と最も多くなっていますが、

「そのような人はいない」と回答する人も 3.2％います。 

家族や友人・知人以外で相談する相手について、「そのような人はいない」が 39.4％と最も

高く、次いで「医師・歯科医師・看護師」が 29.6％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

7.7 

7.4 

47.2 

42.7 

29.2 

36.4 

7.2 

6.0 

8.8 

7.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

第８期調査（ｎ=933）

第９期調査（ｎ=686）

是非参加したい 参加してもよい 参加したくない

既に参加している 不明・無回答

59.3 

20.0 

42.0 

34.7 

14.9 

44.0 

1.5 

3.2 

2.0 

55.2 

17.1 

39.1 

36.4 

20.4 

45.2 

1.3 

5.8 

3.5 

0% 20% 40% 60% 80%

配偶者

同居の子ども

別居の子ども

兄弟姉妹・親戚

・親・孫

近隣

友人

その他

そのような人は

いない

不明・無回答

全体（n=686）

（１）聞いてくれる人

（２）聞いてあげる人

9.2 

12.2 

6.6 

29.6 

11.2 

3.4 

39.4 

9.0 

0% 20% 40% 60%

自治会・町内会・老人クラブ

社会福祉協議会・民生委員

ケアマネジャー

医師・歯科医師・看護師

地域包括支援センター

・市役所

その他

そのような人はいない

不明・無回答

全体（n=686）
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⑤認知症に関すること 

■認知症に関する相談窓口を知っているか 

認知症に関する相談窓口の認知度について、第９期調査では「はい」が 25.4％、「いいえ」

が 71.3％となっています。第８期調査と比較すると「はい」が 6.3 ポイントの増加、「いいえ」

が 5.5 ポイントの減少となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑥成年後見制度について 

■成年後見制度を知っているか 

成年後見制度の認知度について、ニーズ調査では「制度の名称は聞いたことがあるが、内容

は知らない」が 39.9％、在宅調査では「知らない」が 36.4％と最も高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■あなたやあなたの家族の判断能力が衰えたとき、成年後見制度を利用したいか 

成年後見制度の利用有無について、ニーズ調査、在宅調査ともに「利用するつもりはない」

がそれぞれ 38.9％、48.2％と最も高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

19.1 

25.4 

76.8 

71.3 

4.1 

3.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

第８期調査（ｎ=933）

第９期調査（ｎ=686）

はい いいえ 不明・無回答

28.1 

20.8 

3.0 

4.2 

38.9 

48.2 

29.1 

25.6 

1.0 

1.2 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ニーズ調査（ｎ=203）

在宅調査（ｎ=168）

利用したい 現在利用している、利用したことがある

利用するつもりはない わからない

不明・無回答

29.6 

26.8 

39.9 

31.9 

27.7 

36.4 

2.8 

4.8 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ニーズ調査（ｎ=686）

在宅調査（ｎ=626）

どのような制度か知っている

制度の名称は聞いたことがあるが、内容は知らない

知らない

不明・無回答
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⑦高齢者福祉について 

■身近な地域や自宅での生活を続けるために必要な支援（上位５項目抜粋） 

身近な地域や自宅での生活を続けるために必要な支援について、ニーズ調査・在宅調査とも

に「24 時間体制の安心できるサービスがあること」が最も高く、それぞれ 34.4％、41.2％と

なっています。次いで「訪問介護や通所サービスを利用しながら、医師の訪問診療も利用でき

ること」がそれぞれ 34.1％、35.8％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

34.4 

34.1 

31.0 

28.7 

28.1 

0% 10% 20% 30% 40%

24時間体制の安心できるサービスがあること

訪問介護や通所サービスを利用しながら、

医師の訪問診療も利用できること

近隣の人がお互いに声かけや見守りを行うこと

買い物や通院時などの介助や送迎

気軽に介護のことなどについて相談できる窓口が

身近にあること

ニーズ調査（ｎ=686）

41.2 

35.8 

33.4 

26.2 

24.1 

0% 10% 20% 30% 40% 50%

24時間体制の安心できるサービスがあること

訪問介護や通所サービスを利用しながら、

医師の訪問診療も利用できること

必要なとき、施設に宿泊できること

買い物や通院時などの介助や送迎

気軽に介護のことなどについて相談できる窓口が

身近にあること

在宅調査（n=626）
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■高齢者福祉において、今後拡充が重要と考える施策（上位５項目抜粋） 

今後の拡充が重要と考える施策について、ニーズ調査・在宅調査ともに「介護している家族

などへの支援」が最も高く、それぞれ 43.0％、39.9％となっています。ニーズ調査では次いで、

「移動手段の充実」が 37.0％となっており、在宅調査では次いで、「認知症対策の充実」が 39.6％

となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

39.9 

39.6 

38.8 

38.8 

37.9 

0% 10% 20% 30% 40% 50%

介護している家族などの支援

認知症対策の充実

身近で「通い」や「泊まり」などのサービスが

受けられる事業所などの充実

移動手段の充実

在宅サービスの充実

在宅調査（n=626）

43.0 

37.0 

35.6 

30.6 

28.6 

0% 10% 20% 30% 40% 50%

介護している家族などへの支援

移動手段の充実

在宅サービスの充実

身近で「通い」や「泊まり」などのサービスが

受けられる事業所などの充実

高齢者を地域で見守るなどの住民による

助け合い活動の取り組み

ニーズ調査（n=686）
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⑧介護予防事業について 

■紀の川市で実施している介護予防事業の認知度 

本市で実施している介護予防事業の認知度について、第９期調査、第８期調査ともに「紀の

川歩（てくてく）体操」が最も高くなっています。第８期と比較して、〔⑦紀の川歩（てくてく）

体操〕が 8.4 ポイントの増加、〔⑤フレイルチェック〕が 5.2 ポイントの増加となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

10.5 

15.6 

13.0 

13.6 

17.2 

14.7 

43.9 

70.4 

65.7 

66.8 

65.6 

62.8 

65.9 

41.1 

19.1 

18.7 

20.3 

20.8 

20.0 

19.4 

15.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①元気プラス塾（出張講座）

②ピンシャン元気教室

（運動器機能向上教室）

③健口教室（口腔機能向上教室）

④紀の川料理教室

（低栄養予防教室）

⑤フレイルチェック（虚弱化している

生活機能がないかどうかをチェック）

⑥わかやまシニアエクササイズ

（公民館単位のサークル活動）

⑦紀の川歩（てくてく）体操

（集会所単位の地域活動）

第９期調査（n=686）

知っている 知らない 不明・無回答

11.3 

16.4 

10.1 

12.9 

12.0 

13.3 

35.5 

70.7 

65.4 

70.6 

67.7 

69.2 

67.7 

49.0 

18.0 

18.2 

19.3 

19.4 

18.8 

19.0 

15.5 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①元気プラス塾（出張講座）

②ピンシャン元気教室

（運動器機能向上教室）

③健口教室（口腔機能向上教室）

④紀の川料理教室

（低栄養予防教室）

⑤フレイルチェック（虚弱化している

生活機能がないかどうかをチェック）

⑥わかやまシニアエクササイズ

（公民館単位のサークル活動）

⑦紀の川歩（てくてく）体操

（集会所単位の地域活動）

第８期調査 （n=933）

知っている 知らない 不明・無回答
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⑨生活機能評価 

■要支援リスク判定 

リスク判定７項目について第８期調査と比較すると、「運動器機能の低下」「転倒リスク」「閉

じこもり傾向」「低栄養状態」の項目で増加しています。一方で、「口腔機能の低下」「認知機能

の低下」「うつ傾向」の項目は減少しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

16.7 

34.4 

19.9 

1.6 

34.3 

46.9 

38.5

17.3 

36.6 

24.2 

1.9 

24.5 

45.6 

36.3

0%

20%

40%

60%

運動器機能

の低下

転倒リスク 閉じこもり

傾向

低栄養状態 口腔機能

の低下

認知機能

の低下

うつ傾向

第８期調査（n=933） 第９期調査（n=686）
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（２）在宅介護実態調査 

①調査対象者について 

■現時点での、施設などへの入所・入居の検討状況 

現時点での、施設などへの入所・入居の検討状況については、「入所・入居は検討していな

い」が 66.0％と最も高く、次いで「入所・入居を検討している」が 14.5％、「すでに入所・入

居申し込みをしている」が 12.5％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

■施設での介護を希望される主な理由 

施設での介護を希望される主な理由については、「専門的な介護が受けられて、安心して生

活できるから」が 58.6％と最も高く、次いで「緊急時の対応の面で安心だから」が 49.7％、「家

族が仕事をしているなど、介護の時間が十分にとれないから」が 31.4％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

66.0 14.5 12.5 7.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=626）

入所・入居は検討していない 入所・入居を検討している

すでに入所・入居申し込みをしている 不明・無回答

58.6 

49.7 

29.6 

31.4 

10.7 

12.4 

15.4 

10.1 

4.7 

5.3 

0% 20% 40% 60% 80%

専門的な介護が受けられて、安心して生活できるから

緊急時の対応の面で安心だから

家族などに介護による負担や迷惑をかけたくないから

家族が仕事をしているなど、介護の時間が

十分にとれないから

介護のための部屋がない、入浴しにくいなど

住宅の構造に問題があるから

家族は高齢や体が弱い、障がいがあるなどで、

十分な介護ができないから

介護をしてくれる家族などがいないから

家族の介護が期待できないから

その他

不明・無回答

全体（n=169）



 

24 

■調査対象者が現在抱えている傷病（上位５項目抜粋） 

調査対象者が現在抱えている傷病については、「認知症」が 30.7％と最も高く、次いで「糖尿

病」が 19.0％、「筋骨格系疾患（骨粗しょう症、脊柱管狭窄症など）」が 18.5％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■今後の在宅生活の継続に必要と感じる支援・サービス 

今後の在宅生活の継続に必要と感じる支援・サービスについては、「移送サービス（介護・福

祉タクシーなど）」が 39.3％と最も高く、次いで「外出同行（通院、買い物など）」が 34.8％、

「配食」が 26.0％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

26.0 

13.9 

21.1 

20.1 

18.1 

34.8 

39.3 

23.0 

6.9 

2.2 

14.4 

12.5 

0% 10% 20% 30% 40% 50%

配食

調理

掃除・洗濯

買い物（宅配は含まない）

ゴミ出し

外出同行（通院、買い物など）

移送サービス（介護・福祉タクシーなど）

見守り、声かけ

サロンなどの定期的な通いの場

その他

特になし

不明・無回答

全体（n=626）

30.7 

19.0 

18.5 

17.1 

16.6 

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35%

認知症

糖尿病

筋骨格系疾患

（骨粗しょう症、脊柱管狭窄症など）

脳血管疾患（脳卒中）

心疾患（心臓病）

全体（n=626）
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②介護者について 

■主な介護者の方の年齢 

主な介護者の年齢については、「60 代」が 27.8％と最も高く、次いで「50 代」が 22.5％、

「70 代」が 20.8％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

0.0

0.5 

0.7 

6.2 

22.5 

27.8 

20.8 

15.8 

0.2 

5.5 

0% 10% 20% 30%

20歳未満

20代

30代

40代

50代

60代

70代

80歳以上

わからない

不明・無回答

全体（n=418）
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■現在の生活を継続していくにあたり、主な介護者が不安に感じる介護（上位５項目抜粋） 

現在の生活を継続していくにあたり、主な介護者が不安に感じる介護については、「認知症

状への対応」が 39.2％と最も高く、次いで「入浴・洗身」が 27.8％、「外出の付き添い、送迎

など」が 27.5％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■今後も働きながら介護を続けていけそうか 

就労している主な介護者が、今後も働きながら介護を継続していけるかについて、第９期調

査では、【続けていくのは難しい】（「続けていくのは、やや難しい」と「続けていくのは、かな

り難しい」の合計）は 17.2％となっており、第８期調査より 3.6 ポイント減少しています。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

10.4 

12.1 

63.2 

65.2 

10.8 

11.6 

10.0 

5.6 

1.7 

3.5 

3.9 

2.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

第８期調査（ｎ=231）

第９期調査（ｎ=198）

問題なく、続けていける 問題はあるが、何とか続けていける

続けていくのは、やや難しい 続けていくのは、かなり難しい

主な介護者に確認しないと、わからない 不明・無回答

39.2 

27.8 

27.5 

25.6 

24.2 

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45%

認知症状への対応

入浴・洗身

外出の付き添い、送迎など

食事の準備（調理など）

夜間の排泄

全体（n=418）



 

27 

（３）庁内検証（第８期計画の進捗評価） 

基本目標１：地域で支える包括的な支援体制づくり（一部抜粋） 

 

 

 

 

 

 

 

 

※進捗評価の評価基準は右の通り Ａ：目標どおり達成できた  Ｂ：目標を概ね達成できた  

Ｃ：目標をあまり達成できなかった Ｄ：目標を達成できなかった 

 

１ 地域包括支援センター機能の充実・強化 

○地域包括支援センターの機能強化としては多職種連携による支援体制の強化が必須。 

●実態調査を行い、困難な状況で自ら声を上げることができない高齢者の支援に取り組み、

民生委員・児童委員や地域の様々な関係機関に見守り依頼などの啓発を行った。 

●地域課題や専門分野の知識習得等の研修・事例検討や、専門職によるケース検討会議を実

施することで、介護支援専門員など多職種のスキルアップや民生委員・児童委員への啓発

を行った。 

 

２ 地域見守りネットワークの推進 

○「ほっと安心ネットワーク」協力機関の新規登録事業者があまり増えていない。 

●移動式スーパーの車両で地域の集会所等へ行き、無料でコーヒーやお茶を提供することで

高齢者のつどい場づくりを行っている。 

●令和３年度より広報誌等で当該事業の周知を行い、現在 35 人のフレイルサポーター以外の

協力員がいる。 

 

３ 多様な主体による生活支援サービスの提供体制の構築 

●ＮＰＯ法人と連携し地域の見守りなどの体制づくりを実施した。また、民間企業と地域資

源をマッチングし、地域活性化に取り組んだ。 

○民生委員・児童委員や広報誌等で事業の周知を実施しているが、問合せ及び申請数が少な

いため、事業内容の見直しも視野に入れる必要がある。 

●令和４年度にはより「マイプラン」を、本人目線の使いやすい内容に変更した。 

○緊急通報システム事業について、独居の利用者が孤独死する可能性があるため、利用申請

時に相続人の有無や借地借家等の状況調査を実施することが検討課題。 

 

  
※●が実施したこと、○が課題を記載しています。 

　（１）地域包括支援センター機能の
　　　　充実・強化

５ １ ４ - -

取　組
評価対象の

取組数

進捗評価

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

計 25 ５ 19 - -

　（２）地域見守りネットワークの推進 ５ - ４ - -

　（３）多様な主体による生活支援
　　　　サービスの提供体制の構築

15 ４ 11 - -



 

28 

基本目標２：介護予防と健康づくりの推進（一部抜粋） 

 

 

 

 

 

 

※進捗評価の評価基準は右の通り Ａ：目標どおり達成できた  Ｂ：目標を概ね達成できた  

Ｃ：目標をあまり達成できなかった Ｄ：目標を達成できなかった 

 

１ 介護予防の総合的な推進 

●積極的に自立支援に取り組むことで要支援状態の継続・改善することができた。 

○認定事業所が増えないことが課題である。 

○新型コロナウイルス感染症の影響で、教室やつどい場事業等を開催できないこともあった。 

●令和３年度にテレビで「おうちでてくてく」を放映し、自宅で体操できるようにした。「お

うちでてくてく」の DVD を希望者に配布し、高齢者の身体機能の低下予防に努めた。 

●「介護予防のススメ」を広報誌で掲載し、介護予防の情報を発信している。 

●民間企業による移動カフェを活用した集まる機会を創出し、地域の活性化を図ることで、

見守りや声かけのできる環境づくりを実施した。 

 

２ 健康づくりと生活習慣病予防の推進 

●食生活改善推進協議会は食生活を通じた健康づくりについて、ピンクリボンキャンペーン

推進協議会では乳がん検診の受診勧奨について、健康推進員ではがん検診の受診勧奨や健

康づくり事業への参加・広報活動を実施している。 

●集団検診の会場等で、子宮頸がん、乳がん検診の受診啓発活動を行い、受診率向上を図っ

た。 

●令和４年度からは高齢者の保健事業を開始し、高齢者の保健事業と介護予防事業の一体的

な実施の推進に取り組んだ。 

 

  

　（１）介護予防の総合的な推進 ６ １ ５ - -

取　組
評価対象の

取組数

進捗評価

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

計 ９ ２ ７ - -

　（２）健康づくりと
　　　　生活習慣病予防の推進

３ １ ２ - -
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基本目標３：生きがいをもち地域で暮らせる仕組みづくり（一部抜粋） 

  

 

 

 

 

 

 

 

※進捗評価の評価基準は右の通り Ａ：目標どおり達成できた  Ｂ：目標を概ね達成できた  

Ｃ：目標をあまり達成できなかった Ｄ：目標を達成できなかった 

 

１ 高齢者の社会参加の促進 

○具体的な取組みができていない。 

●小学生を対象とした「昔の遊び体験」や「しめ縄作り体験」など世代間における交流会を開

催した。 

 

２ 生涯学習機会の確保 

●公民館講座で高齢者を対象にした「将来に備えての終活講座」や「スマホ講座」を開設する

とともに、広報誌などで情報提供を行った。 

●夏休みを利用した子ども向け公民館講座「地域公民館子どもプロジェクト～エクストラ 

コミュニティ サマー～」を全地区公民館で開催し、講師役として文化協会加盟団体に指

導や協力を求めたことで、文化協会（高齢者）、参加者（子ども）、保護者（中間世代）の三

世代交流が生まれ、学校・家庭・地域などの交流の活性化を図った。 

 

３ 高齢者スポーツの推進 

●スポーツ教室を紀の川市民体育館で指定管理者が行っており、地域ではスポーツ推進委員

が中心となって行っている。 

 

  

　（１）高齢者の社会参加の促進 ３ - - - ３

取　組
評価対象の

取組数 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

計 ５ - ２ - ３

　（２）生涯学習機会の確保 １ - １ - -

　（３）高齢者スポーツの推進 １ - １ - -

進捗評価
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基本目標４：認知症対策の充実（一部抜粋） 

 

 

 

 

 

 

 

 

※進捗評価の評価基準は右の通り Ａ：目標どおり達成できた  Ｂ：目標を概ね達成できた  

Ｃ：目標をあまり達成できなかった Ｄ：目標を達成できなかった 

 

１ 認知症に対する理解の推進 

●展示や広報活動のほかにオレンジガーデニングプロジェクトを実施し、地域全体で認知症

の人を支え、若い世代にも認知症の理解を深められるような取組みを開始した。 

●地域等において認知症の人や家族を支援する「認知症サポーター」の養成強化に努め、市

民・事業所をはじめ中学校での講座開催に積極的に取組みサポーターを育成することがで

きた。 

 

２ 認知症の早期発見・対応の推進 

●身近な相談窓口である地域包括支援センターを周知する広報を行った。認知症本人や家族

の交流の場、語らいの場として「紀の川おれんじ広場」を開催した。 

●認知症初期集中支援チームの体制強化のため、認知症疾患医療センターに協力を依頼し活

動を推進した。 

 

３ 認知症高齢者や介護家族等への支援の充実 

●「つどい場事業（認知症カフェ）」や「介護者教室」など、新型コロナウイルス感染症の影

響で開催できないこともあったが、感染対策を講じながら実施している。また、再開にあた

り、広報誌だけでなく、チラシ等で周知を行った。 

 

  

　（１）認知症に対する理解の推進 ３ - - ３ -

取　組
評価対象の

取組数

進捗評価

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

　（３）認知症高齢者や介護家族等への
　　　　支援の充実

１ １ - - -

　（２）認知症の早期発見・対応の推進 ３ １ ２ - -

計 ７ ２ ２ ３ -
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基本目標５：高齢者の尊厳への配慮と安全・安心な生活環境の確保（一部抜粋） 

 

 

 

 

 

 

 

 

※進捗評価の評価基準は右の通り Ａ：目標どおり達成できた  Ｂ：目標を概ね達成できた  

Ｃ：目標をあまり達成できなかった Ｄ：目標を達成できなかった 

 

１ 権利擁護の取組みの推進 

●権利擁護センター「架け橋」を設置し、地域や各種事業所・団体等にチラシを配布すると共

に、地域ケア会議や自立支援協議会・団体等の会議の場でセンターの事業内容や成年後見

制度についての周知を行っている。また、金融機関・医療機関等との連携体制の構築を進め

ている。 

○権利擁護センター（中核機関）がある事や、センターがどのような役割を担うところなの

か、また、成年後見制度等について、まだまだ周知・啓発が不足しているため、地域住民や

当事者家族・関係機関等への周知・啓発や地域連携ネットワークの構築を図る必要がある。 

●地域の中心的な役割を担っている民生委員・児童委員の活動内容を広報誌や区長会で啓発

を行い、市民への理解を深めた。 

 

２ 高齢者虐待防止に向けた取組みの推進 

●ホームページに高齢者虐待についての相談窓口を掲載し、早期相談・早期発見に繋げられ

るようにした。 

●高齢者虐待対応には関係機関と連携できた。また、令和４年度に権利擁護センターを設立

し、高齢者の権利を守るための関わりを関係機関で相談できる機会ができた。 

●高齢者への虐待防止に向け、虐待の恐れがある高齢者等に介護保険サービス事業者や民生

委員・児童委員、警察署などの関係機関との連携を図り、早期対応・アフターケアなどを行

った。 

 

３ 防災・防犯・感染症・交通安全対策の推進 

●令和５年度に入り訓練や研修を行うことができており、自主防災組織だけでなく赤十字奉

仕団などの団体に対しても防災意識向上のための研修を行っている。 

○各自主防災組織に対して、訓練や研修を実施した際の啓発は行ったが事前周知としての啓

発ができていないのが課題。 

●災害時要援護者名簿登載者の中でも、災害危険地区や避難行動が困難と考えられる対象者

の個別計画を作成することで、避難体制の向上を図った。 

  

取　組
評価対象の

取組数

進捗評価

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

　（２）高齢者虐待防止に向けた
　　　　取り組みの推進

３ １ ２ - -

　（１）権利擁護の取り組みの推進 ３ - ２ １ -

計 10 １ ８ １ -

　（３）防災・防犯・感染症
　　　　・交通安全対策の推進

４ - ４ - -
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基本目標６：多様な住まいへの支援（一部抜粋） 

 

 

 

 

 

 

 

 

※進捗評価の評価基準は右の通り Ａ：目標どおり達成できた  Ｂ：目標を概ね達成できた  

Ｃ：目標をあまり達成できなかった Ｄ：目標を達成できなかった 

 

１ 安心して住み続けることができる住まいづくりの推進 

●家賃減額の要件に該当する入居者に家賃補助を行った。 

 

２ 施設サービスの充実 

●事業所及び県等関係機関と連携を図り、令和３年度に介護医療院が１か所新設で 42 床増

床、特別養護老人ホームが１か所で 10 床の増床、令和４年度に介護老人保健施設が１か所

新設で 90 床増床した。 

 

３ サービス付き高齢者向け住宅等の整備 

○事業の立ち上げ希望がなかったためできなかった。 

 

  

取　組
評価対象の

取組数

進捗評価

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

　（１）安心して住み続けることが
　　　　できる住まいづくりの推進

１ - １ - -

　（２）施設サービスの充実 １ １ - - -

　（３）サービス付き高齢者向け
　　　　住宅等の整備

１ - - - １

計 ３ １ １ - １
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基本目標７：介護保険事業の適切な運営と充実（一部抜粋） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※進捗評価の評価基準は右の通り Ａ：目標どおり達成できた  Ｂ：目標を概ね達成できた  

Ｃ：目標をあまり達成できなかった Ｄ：目標を達成できなかった 

 

１ 介護サービスの質の向上 

●所管している全事業者に対して令和３年度及び令和４年度に集団指導を実施し、運営基準

及び介護報酬算定の適切な運用について指導した。 

○訪問リハビリテーション、通所リハビリテーション、介護老人保健施設、介護医療院におけ

るリハビリ専門職の従事者数及び整備状況等の把握はできていない。 

 

２ サービスを円滑に利用するための支援 

●窓口・電話での対応については対応職員のスキルアップを行い、ホームページや広報誌及

び各種通知案内・パンフレット等については利用者がいつでも情報を得られ、わかりやす

いものとなるよう、常に最新の状態に更新し、内容の充実・工夫を図った。 

 

３ 介護保険事業の適切な運営 

○認定審査会では、各種研修や班長会を実施し、審査会委員のスキルの向上や認定内容の標

準化を図ったが、認定期間についてややバラつきが見られた。 

●資格、認定、給付事務及び介護サービス事業所に係る運営基準等の案内についてホームペ

ージへの記載の充実化を図った。 

 

４ 在宅医療・介護連携の推進 

●在宅医療サポートセンターを中心に在宅医療と介護に関わる多職種と連携を図り、研修や

情報交換を行った。 

○利用者からみて一体的なサービス・支援が提供されるような取組みは充分実施できなかっ

た。 

  

取　組
評価対象の

取組数

進捗評価

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

１ - -

　（２）サービスを円滑に
　　　　利用するための支援

２ １ １ - -

計 17 ７ ７ ３ -

　（５）家族等への介護支援強化 ２ -

　（３）介護保険事業の適切な運営 ６ ３

１ １ -

　（６）サービス人材の確保と育成 １ １ - - -

３ - -

　（４）在宅医療・介護連携の推進 ３ - １ ２ -

　（１）介護サービスの質の向上 ３ ２
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５ 家族等への介護支援強化 

○令和３年度、令和４年度に比べ事業実施回数は多かったが、コロナ禍による参加者の増加

を望めなかった。 

●地域包括支援センターでは毎年２万件超の相談対応を来所、電話、訪問の実施等で行って

おり、支援を行った。 

 

６ サービス人材の確保と育成 

●就労の場の確保、就労やボランティア意欲の高い者の把握等を推進していくことを目的に、

就労的活動支援コーディネーターを設置し、人材確保に努めた。また、就労を希望する者に

対し、入門的研修を実施する体制を整備した。 
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３．高齢者を取り巻く課題の整理 

市民アンケート調査、庁内検証で明らかになった、紀の川市の高齢者を取り巻く状況や課題に

ついてテーマごとにまとめて整理しています。 

（１）地域で支える包括的な支援体制づくり 

主な取組み アンケート調査結果 

■実態調査を行い、困難な状況で自ら声を上

げることができない高齢者の支援に取り組

み、民生委員・児童委員や地域の様々な関係

機関に見守り依頼などの啓発を行った。 

■地域課題や専門分野の知識習得等の研修・

事例検討や、専門職によるケース検討会議

を実施することで、介護支援専門員など多

職種のスキルアップや民生委員・児童委員

への啓発を行った。 

■移動式スーパーの車両で地域の集会所等へ

行き、無料でコーヒーやお茶を提供するこ

とで高齢者のつどい場づくりを行ってい

る。 

■ＮＰＯ法人と連携し地域の見守りなどの体

制づくりを実施しました。また、民間企業と

地域資源をマッチングすることで、地域の

活性化に取り組んだ。 

■主な介護者の年齢は 70 代・80 代が約２割

と老々介護となっている家庭があること

が伺えます。 

■心配事や愚痴を聞いてくれる人がいない

と回答するが人が一定数おり、家族や友

人・知人以外で相談する相手についても、

「そのような人はいない」の回答割合が高

いことから、不安や悩みを抱え込んでいる

人がいる可能性があります。 

■高齢者福祉において、今後拡充が重要と考

える施策について、ニーズ調査・在宅調査

ともに「介護している家族などへの支援」

が最も高くなっています。 

■就労している介護者のうち、【続けていく

のは難しい】が 17.2％と、前回の 20.8％と

比較すると減少していますが、介護によっ

て生活を制限されている方がいることが

分かります。 

 

 

今後の課題 

■高齢者が安心して暮らし続けられるように、市職員の資質向上に引き続き取り組むととも

に、ＮＰＯ法人など関係機関との連携を強化することが重要です。 

■介護者が地域の中で不安や悩みを抱えながら孤立することを防ぐために、介護を必要とす

る人の支援だけでなく、介護者の負担軽減や精神的サポートを行う体制の充実にも注力す

る必要があります。 

■高齢化の進行に伴い、多様化する住民ニーズに対応できるよう見守りや支援の体制を強化

していくことが重要です。 
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（２）介護予防と健康づくりの推進 

 

主な取組み アンケート調査結果 

■令和３年度にテレビで「おうちでてくてく」

を放映し、自宅で体操できるようにした。「お

うちでてくてく」の DVD を希望者に配布し、

高齢者の身体機能の低下予防に努めた。 

■民間企業による移動カフェを活用した集ま

る機会を創出し、地域の活性化を図ること

で、見守りや声かけのできる環境づくりを

実施した。 

■食生活改善推進協議会は食生活を通じた健

康づくりについて、ピンクリボンキャンペ

ーン推進協議会では乳がん検診の受診勧奨

について、健康推進員ではがん検診の受診

勧奨や健康づくり事業への参加・広報活動

を実施している。 

■積極的に自立支援に取り組むことで要支援

状態の継続・改善することができた。 

■介護・介助が必要になった主な原因につい

ては「骨折・転倒」と、身体機能の低下に

起因する回答が最も高くなっており、「フ

レイル」となっている高齢者が多い可能性

があります。 

■介護予防事業の認知度について、「紀の川

歩（てくてく）体操」以外は、２割を下回

っています。一方で、「元気プラス塾」「ピ

ンシャン元気教室」以外の事業では前回調

査より認知度が増加しています。 

■生活機能評価について、「運動器機能の低

下」「転倒リスク」「閉じこもり傾向」「低栄

養状態」の項目において前回調査より増加

しています。 

 

 

今後の課題 

■新型コロナウイルス感染症の影響を受けて、運動や外出の機会が減少したことにより、閉じ

こもりがちになり、運動器機能の低下や転倒リスクの増加につながっていると考えられる

ため、地域住民が集う機会や場を充実させていくことが重要です。 

■介護予防事業の認知度については前回調査より増加しており、引き続き介護予防の重要性

や必要性を発信し、通いの場の提供や参加へのきっかけづくりを推進することで健康に対

する意識の向上を図ることが重要です。 

■今後、コロナ禍以前の地域活動の規模に復調できるよう、住民のニーズを把握し取組みを検

討していくことが重要です。 
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（３）生きがいをもち地域で暮らせる仕組みづくり 

 

主な取組み アンケート調査結果 

■小学生を対象とした「昔の遊び体験」や「し

め縄作り体験」など世代間における交流会

を開催した。 

■夏休みを利用した子ども向け公民館講座

「地域公民館子どもプロジェクト～エクス

トラコミュニティサマー～」を全地区公民

館で開催し、講師役として文化協会加盟団

体に指導や協力を求めたことで、文化協会

（高齢者）、参加者（子ども）、保護者（中間

世代）の三世代交流が生まれ、学校・家庭・

地域などの交流の活性化を図った。 

■スポーツ教室を紀の川市民体育館で指定管

理者が行っており、地域ではスポーツ推進

委員が中心となって行っている。 

■趣味がある人は約７割となっており、前回

調査と比較するとほとんど変化していま

せん。生きがいがある人は６割を切ってお

り、前回調査よりやや減少しています。 

■地域づくり活動への参加者としての参加

意向については、「是非参加したい」「参加

してもよい」を合わせて５割を超えていま

す。一方で、前回調査と比較すると低下し

ており、「参加したくない」の項目が 7.2 ポ

イント増加しています。 

■生活機能評価について、「運動器機能の低

下」「転倒リスク」「閉じこもり傾向」の項

目において前回調査より増加しています。 

 

 

今後の課題 

■生きがいのある人が減少している中で、スポーツや世代間交流など趣味や生きがいづくり

のきっかけを提供することが必要です。 

■地域づくり活動への参加に前向きな方が５割を超えており、意欲ある高齢者が活動しやす

い環境の整備や、実際に参加に繋がるよう、参加ハードルを下げる取組みが求められていま

す。 

■高齢者が地域の中で役割や生きがいを持って暮らせるように、高齢者がこれまで培ってき

た知識や経験に基づく能力を活かし、地域における様々な福祉活動等の担い手として活躍

できる仕組みづくりが必要です。 
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（４）認知症対策の充実 

 

主な取組み アンケート調査結果 

■展示や広報活動のほかにオレンジガーデニ

ングプロジェクトを実施し、地域全体で認

知症の人を支え、若い世代にも認知症の理

解を深められるような取組みを開始した。 

■身近な相談窓口である地域包括支援センタ

ーを周知する広報を行いました。また、認知

症本人や家族の交流の場、語らいの場とし

て「紀の川おれんじ広場」を開催した。 

■「つどい場事業（認知症カフェ）」や「介護

者教室」など、新型コロナウイルス感染症の

影響で開催できないこともありましたが、

感染対策を講じながら実施しています。ま

た、再開にあたり、広報誌だけでなく、チラ

シ等で周知を行っている。 

■在宅調査対象者が現在抱えている傷病に

ついて、「認知症」が 30.7％と最も高くな

っています。 

■在宅調査では、現在の生活を継続していく

にあたり、主な介護者が不安に感じる介護

について、「認知症状への対応」が 39.2％

と最も高くなっています。 

■今後高齢者福祉において拡充が必要と考

える施策について、「認知症対策の充実」

が、ニーズ調査では６番目に割合が高く、

在宅調査では２番目に高くなっています。 

■ニーズ調査では、認知症の相談窓口の認知

度について、第９期調査で「はい」が 25.4％

となっており、第８期調査と比較すると

6.3 ポイントの増加となっています。 

 

 

 

今後の課題 

■在宅調査対象者において、認知症を抱えている人が最も多くなっています。主な介護者が不

安に感じている介護でも「認知症への対応」が最も高く、拡充が必要と考える施策でも「認

知症対策の充実」が高くなってることから、認知症の方の支援だけでなく、その家族や支援

者への支援が求められています。 

■認知症の相談窓口の認知度については、第８期調査よりも増加していますが、「いいえ」の

割合もまだ高く、周知啓発に努める必要があります。「共生」と「予防」の考え方に基づき、

認知症に関する理解促進や支援体制に関する周知を行う必要があります。 

■認知症に対する理解の促進や認知症カフェなどの交流できる場の開催などに引き続き取り

組んでいくことが重要です。 
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（５）高齢者の尊厳への配慮と安全・安心な生活環境の確保 

 

主な取組み アンケート調査結果 

■権利擁護センター「架け橋」を設置し、地域

や各種事業所・団体等にチラシを配布する

と共に、地域ケア会議や自立支援協議会・団

体等の会議の場でセンターの事業内容や成

年後見制度についての周知を行っていま

す。また、金融機関・医療機関等との連携体

制の構築を進めている。 

■虐待の恐れがある高齢者等に介護保険サー

ビス事業者や民生委員・児童委員、警察署な

どの関係機関との連携を図り、早期対応・ア

フターケアなどを行った。 

■災害時要援護者名簿登載者の中でも、災害

危険地区や避難行動が困難と考えられる対

象者の個別計画を作成することで、避難体

制の向上を図った。 

■成年後見制度の認知度について、ニーズ調

査では、「制度の名称は聞いたことがある

が、内容は知らない」が最も高く、在宅調

査では「知らない」が最も高くなっていま

す。 

■自身や家族の判断能力が衰えたとき、成年

後見制度を利用したいかについて、ニーズ

調査、在宅調査ともに「利用するつもりは

ない」が最も高くなっています。 

■高齢者福祉における拡充が重要と考える

施策について「介護している家族などの支

援」「認知症対策の充実」など、高齢者虐待

防止の面でも整備が必要な項目を回答し

た人が多くなっています。 

 

 

 

今後の課題 

■災害時における支援体制の強化を進め、安心して暮らすことができる環境をさらに整備し

ていく必要があります。 

■高齢者への虐待の要因の一つとして、介護の負担感による精神的な不安定があることから、

こうした要因を取り除く取組みの推進や、早期発見、早期対応の仕組みづくりが必要です。 

■高齢化の進行に伴い、身体機能や認知機能に不安を抱える方が増加しており、成年後見制度

の利用促進など権利擁護体制について強化することが重要です。また、権利擁護の取組みや

制度について、利用者に必要性やメリットなどの周知啓発を行っていく必要があります。 
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（６）多様な住まいへの支援 

 

主な取組み アンケート調査結果 

■家賃減額の要件に該当する入居者に家賃補

助を行った。 

■事業所及び県等関係機関と連携を図り、令

和３年に介護医療院が１か所新設で 42 床

増床、特別養護老人ホームの１か所で 10 床

の増床、令和４年度に介護老人保健施設が

１か所新設で 90 床増床した。 

■在宅調査対象者の施設などへの入所・入居

の検討状況について、「入所・入居を検討し

ている」「すでに入所・入居申し込みをして

いる」の合計が約３割となっています。 

■施設で介護を希望される主な理由として、

「専門的な介護が受けられて、安心して生

活できるから」「緊急時の対応の面で安心

だから」と回答した人が多くなっていま

す。 

 

 

 

今後の課題 

■高齢化の進行に伴い、身体機能の低下を不安視する方が増加する可能性がある中で、自宅で

の転倒や事故を防ぐため、段差や手すりの改修など高齢者一人ひとりの状態に対応できる

体制の整備を進めていく必要があります。 

■高齢者向けの住まいや暮らしに関する情報提供や住宅に関する相談体制の充実を図り、自

宅内での転倒等の事故を未然に防ぐための啓発を行うことが重要です。 

■サービス付き高齢者向け住宅やグループホームなど、多様な住まいの選択肢があることを

周知し、的確な利用につながるよう支援していく必要があります。 
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（７）介護保険事業の適切な運営と充実 

 

主な取組み アンケート調査結果 

■所管している全事業者に対して令和３年度

及び令和４年度に集団指導を実施し、運営

基準及び介護報酬算定の適切な運用につい

て指導した。 

■窓口・電話での対応については対応職員の

スキルアップを行い、ホームページや広報

誌及び各種通知案内・パンフレット等につ

いては利用者がいつでも情報を得られ、わ

かりやすいものとなるよう、常に最新の状

態に更新し、内容の充実・工夫を図った。 

■在宅医療サポートセンターを中心に在宅医

療と介護に関わる多職種との連携を図り、

研修や情報交換を行った。 

■高齢者福祉において、今後拡充が重要と考

える施策について、ニーズ調査、在宅調査

ともに、「移動手段の充実」「在宅サービス

の充実」「身近で「通い」や「泊まり」など

のサービスが受けられる事業所などの充

実」と回答した人が多くなっています。 

■身近な地域や自宅での生活を続けるため

に必要な支援について、ニーズ調査、在宅

調査ともに、「24 時間体制の安心できるサ

ービスがあること」「訪問介護や通所サー

ビスを利用しながら、医師の訪問診療も利

用できること」「気軽に介護のことなどに

ついて相談できる窓口が身近にあること」

と回答した人が多くなっています。 

 

 

 

今後の課題 

■アンケート調査結果より、高齢者一人ひとりや介護者の状況、ニーズに応じた介護サービス

を提供することができるよう、サービス提供体制の充実や質の向上を図るとともに、介護人

材の確保に向けて引き続き取り組んでいく必要があります。 

■介護給付の適正化を図るため、ニーズや地域の実情に応じた事業設計を行うなど、保険者と

して適切で持続可能な事業運営を図ること重要です。 

■必要とする支援の情報へのアクセスを向上させ、利用者が適切な支援に繋がるよう利便性

向上に努めることが重要です。 

  



 

42 

第３章 計画の基本理念及び重要施策 
 

１．計画の基本理念 

 

地域で支えあい、理解しあいながら、 

いつまでも安心して暮らせるまちづくり 
 

令和７（2025）年には、団塊の世代が後期高齢者になり、令和 17（2035）年には団塊の世代

が、介護を必要とする割合が増える 85 歳以上になることに加え、現役世代の急減が見込まれて

おり、医療や介護が必要な高齢者や認知症高齢者が急速に増加することが予測されています。高

齢者にとって住みやすく、安心して暮らせるまちづくりを推進していくために、持続可能な制度

や仕組みの構築、住民同士の支えあいや高齢者自身の生きがいの創出などに注力していく必要が

あります。 

本計画では、前回の成果や課題を踏まえ、新たな課題の解決に取り組むために、前回計画に掲

げた基本理念「地域で支えあい、理解しあいながら、いつまでも安心して暮らせるまちづくり」

を継承し、まち全体で高齢者施策の取組みを推進します。 
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２．計画の基本目標 

基本理念である「地域で支えあい、理解しあいながら、いつまでも安心して暮らせるまちづく

り」の実現を目指し、第８期計画の現状と課題を踏まえ、前回計画に引き続き、下記の７つの項

目を基本目標として設定します。 

 

基本目標１ 地域で支える包括的な支援体制づくり 

●多様化する住民ニーズに対応できるよう、地域包括支援センターの体制強化や保健・医療・

介護・福祉との連携の強化などを通じて、地域包括ケアシステムのさらなる充実に努めま

す。また、支援を必要とする高齢者が、地域で安心して在宅生活を継続できるよう、多様な

サービス主体による多様なサービスの確保を図ります。 

施
策 

（１）地域包括支援センター機能の充実・強化 

（２）地域見守りネットワークの推進 

（３）多様な主体による生活支援サービスの提供体制の構築 
 

 

基本目標２ 介護予防と健康づくりの推進 

●各種検診での啓発や保健事業、市民の主体的な取組みの促進を通じて、高齢者自身が健康

づくりに取り組むことができる環境づくりを推進します。また、早期からの介護予防に取

り組み、高齢者の生活機能を維持向上することができるよう、介護予防の重要性や必要性

の発信に努めます。 

施
策 

（１）介護予防の総合的な推進 

（２）健康づくりと生活習慣病予防の推進 
 

 

基本目標３ 生きがいをもち地域で暮らせる仕組みづくり 

●ボランティア活動や世代間交流、スポーツや生涯学習を通じて、高齢者が社会参加しやす

い環境の整備に努めます。また、高齢者が能力を活かし、地域の中で役割や生きがいを持っ

て生活できる居場所や仕組みづくりを図ります。 

施
策 

（１）高齢者の社会参加の促進 

（２）生涯学習機会の確保 

（３）高齢者スポーツの推進 
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基本目標４ 認知症対策の充実 

●認知症の症状に合わせた支援のあり方や認知症に関する理解の促進、認知症を早期発見・

対応できる体制など、本人支援を図るとともに、認知症高齢者やその家族を支える仕組み

づくりなど、認知症に関するサービスや家族支援の充実を図ります。 

施
策 

（１）認知症に対する理解の推進 

（２）認知症の早期発見・対応の推進 

（３）認知症高齢者や介護家族等への支援の充実 
 

基本目標５ 高齢者の尊厳への配慮と安全・安心な生活環境の確保 

●権利擁護の取組みとして、成年後見制度の周知を図り、利用促進につなげます。また、住み

慣れた地域で安心・安全な生活を送ることができるよう、災害時における支援体制の強化

や防犯対策、交通安全対策を推進します。 

施
策 

（１）権利擁護の取組みの推進 

（２）高齢者虐待防止に向けた取組みの推進 

（３）防災・防犯・感染症・交通安全対策の推進 
 

基本目標６ 多様な住まいへの支援 

●高齢者や地域のニーズに応じて、施設整備や情報提供に努め、高齢者が安全で安心、快適に

暮らせるよう、多様な住まいの実現を目指します。 

施
策 

（１）安心して住み続けることができる住まいづくりの推進 

（２）施設サービスの充実 

（３）サービス付き高齢者向け住宅等の整備 
 

基本目標７ 介護保険事業の適切な運営と充実 

●高齢者が安心して生活できるように、介護保険サービスの充実を図り、安心してサービス

を利用できるよう、積極的な情報提供や資質、生産性の向上などに取り組みます。また、介

護給付適正化を図るとともに、高齢者の自立支援・重度化防止などに向けた取組みを進め

るなど、介護保険制度の適正・円滑な運営を図ります。 

施
策 

（１）介護サービスの質の向上 

（２）サービスを円滑に利用するための支援 

（３）介護保険事業の適切な運営 

（４）在宅医療・介護連携の推進 

（５）家族等への介護支援強化 

（６）サービス人材の確保と育成 
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第４章 施策の展開 
 

基本目標１ 地域で支える包括的な支援体制づくり 

 

基本目標２ 介護予防と健康づくりの推進 

 

基本目標３ 生きがいをもち地域で暮らせる仕組み

づくり 

 

基本目標４ 認知症対策の充実 

 

基本目標５ 高齢者の尊厳への配慮と安全・安心な 

生活環境の確保 

 

基本目標６ 多様な住まいへの支援 

 

基本目標７ 介護保険事業の適切な運営と充実 
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第５章 介護保険事業計画の推進 
 

１．被保険者数及び要支援・要介護認定者数の推計 

 

２．介護サービス量等の実績と見込み 

 

３．介護保険料の設定 

 

 

 

第６章 計画の推進にあたって 
 

計画を円滑に進めるための取組み 

 

 

 

資料編 
 

１．紀の川市介護保険事業計画等策定委員会設置に関

する条例等 

 

２．紀の川市介護保険事業計画等策定委員会委員名簿 

 

３．計画の策定経過 

 

 


